
注記事項
(中間貸借対照表関係)

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

平成14年9月30日現在 平成15年9月30日現在 平成15年3月31日現在
１ １ １

　(イ)担保に供している資産 　(イ)担保に供している資産 　(イ)担保に供している資産
預金 522,000 千円 預金 522,000 千円 預金 522,000 千円 
売掛金 47,935 千円 売掛金 68,825 千円 売掛金 11,070 千円 
建物 1,595,295 千円 建物 1,604,244 千円 建物 1,541,324 千円 
構築物 80,661 千円 構築物 69,310 千円 構築物 73,209 千円 
土地 668,650 千円 土地 1,097,575 千円 土地 668,650 千円 
投資有価証券 6,555 千円 投資有価証券 5,750 千円 投資有価証券 2,226 千円 
保険積立金 439,917 千円 保険積立金 383,424 千円 保険積立金 370,074 千円 
計 3,361,016 千円 計 3,751,129 千円 計 3,188,556 千円 

　(ロ)上記に対応する債務 　(ロ)上記に対応する債務 　(ロ)上記に対応する債務
短期借入金 2,106,736 千円 短期借入金 1,875,756 千円 短期借入金 1,418,371 千円 
一年以内返済予
定の長期借入金

436,160 千円 
一年以内返済予
定の長期借入金

343,810 千円 
一年以内返済予
定の長期借入金

383,760 千円 

長期借入金 397,690 千円 長期借入金 302,340 千円 長期借入金 183,910 千円 
計 2,940,586 千円 計 2,521,906 千円 計 1,986,041 千円 

２ 受取手形割引高 1,273,581 千円 ２ 受取手形割引高 1,043,925 千円 ２ 受取手形割引高 1,076,029 千円 

３ ３ ３

(中間損益計算書関係)

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度
自　平成14年4月 1日 自　平成15年4月 1日 自　平成14年4月 1日
至　平成14年9月30日 至　平成15年9月30日 至　平成15年3月31日

１ 減価償却実施額 １ 減価償却実施額 １ 減価償却実施額
有形固定資産 213,449 千円 有形固定資産 176,596 千円 有形固定資産 435,489 千円 
無形固定資産 10,564 千円 無形固定資産 10,634 千円 無形固定資産 21,442 千円 

２ ２ ２

消費税等の取り扱い 消費税等の取り扱い

担保に供している資産及びこれに対応
する債務は次のとおりであります。

担保に供している資産及びこれに対応
する債務は次のとおりであります。

担保に供している資産及びこれに対応
する債務は次のとおりであります。

固定資産売却益は、海外子会社への機
械装置の売却によるものであります。

固定資産売却益は、海外子会社への機
械装置の売却によるものであります。

固定資産売却益は、海外子会社への機
械装置の売却によるものであります。

　仮払消費税等及び仮受消費税等
は相殺のうえ、流動負債の｢その
他｣に含めて表示しております。

同左
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(リース取引)

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

自　平成14年4月 1日 自　平成15年4月 1日 自　平成14年4月 1日

至　平成14年9月30日 至　平成15年9月30日 至　平成15年3月31日

(借主側) (借主側) (借主側)
① ① ①

取得価額 減価償却 中間期末 取得価額 減価償却 中間期末 取得価額 減価償却 期末残高

相当額 累計額 残高 相当額 累計額 残高 相当額 累計額 相当額

相当額 相当額 相当額 相当額 相当額

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

2,451,810 1,602,733 849,076 2,290,387 1,714,513 575,873 2,393,939 1,634,083 759,856 

378,443 276,234 102,209 255,592 208,215 47,376 315,183 240,870 74,312 

55,801 38,486 17,314 44,503 31,663 12,840 60,641 43,234 17,407 

2,886,055 1,917,454 968,600 2,590,483 1,954,392 636,090 2,769,764 1,918,188 851,576 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 １年内 １年内

１年超 １年超 １年超

合計 合計 合計

(3) (3) (3)

支払リース料 支払リース料 支払リース料

減価償却費相当額 減価償却費相当額 減価償却費相当額

支払利息相当額 支払利息相当額 支払利息相当額

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法
　同左

　同左

　同左

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計
額相当額及び期末残高相当額

機械装置

工具器具
備品
ソフト
ウェア
合計

510,123 千円 

344,697 千円 

854,820 千円 

支払リース料、減価償却費相当額及び支払利
息相当額

330,114 千円 

299,102 千円 

19,127 千円 

合計

396,905 千円 

233,972 千円 

630,878 千円 

機械装置

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計
額相当額及び中間期末残高相当額

機械装置

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計
額相当額及び中間期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

24,150 千円 

支払リース料、減価償却費相当額及び支払利
息相当額

295,155 千円 

工具器具
備品
ソフト
ウェア

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を
零とする定額法によっております。

　リース料総額とリース物件の取得価額相
当額との差額を利息相当額とし、各期への
配分方法については利息法によっておりま
す。

工具器具
備品
ソフト
ウェア
合計

529,034 千円 

456,526 千円 

985,561 千円 

328,655 千円 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

　同左

支払リース料、減価償却費相当額及び支払利
息相当額

658,229 千円 

590,433 千円 

44,654 千円 
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(１株当たり情報) 

 

前中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

１株当たり純資産額   988円14銭 １株当たり純資産額 1,058円 78銭 １株当たり純資産額 1,022円 26銭

１株当たり中間純利益  24円38銭 １株当たり中間純利益  40円 05銭 １株当たり当期純利益  43円 68銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、新株引受

権を発行しておりますが、これに係

るプレミアムが生じていないため記

載しておりません。 

 

潜在株式調整後中間純利益 

  39円 97銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、新株引受

権を発行しておりますが、これに係

るプレミアムが生じていないため記

載しておりません。 

(追加情報) 

当中間会計期間から「１株当たり

当期純利益に関する会計基準」(企

業会計基準第２号)及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第

４号)を適用しております。 

なお、当中間会計期間において、

従来と同様の方法によった場合、１

株当たり純資産額は986円69銭、１

株当たり中間純利益は24円38銭とな

っております。 

 当事業年度から「１株当たり当期

純利益に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成14年９月25日

企業会計基準第２号）及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第４号）を適用しております。 

なお、当事業年度において、従来

と同様の方法によった場合の（１株

当たり情報）については金額の変更

はありません。 

(注) １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎 

 

項目 
前中間会計期間 
(自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日)

中間(当期)純利益 186,777千円 295,209千円 331,634千円

普通株主に帰属しない金額 ― ― ―

普通株式に係る 
中間(当期)純利益 

186,777千円 295,209千円 331,634千円

期中平均株式数 7,660,077株 7,371,918株 7,592,002株

普通株式増加数 ― 新株引受権 114,370株 ―

希薄化を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり中間（当
期）純利益の算定に含めなかっ
た潜在株式の概要 

新株引受権（平成12
年６月29日定時株主総
会の特別決議） 
 潜在株式の数  

136,000株

― 

新株引受権（平成12
年６月29日定時株主総
会の特別決議） 
 潜在株式の数  

129,000株

 


